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西宮市立こども未来センター診療所受付会計等業務仕様書 

 

１ 目的  

本仕様書は、西宮市立こども未来センター（以下、「センター」という。）における診療所受付会計

等業務（以下、「本業務」という。）について、専門的な知識と技能を有する民間事業者に委託する

ことにより、本業務の適正な運営管理と効率化を推進し、センターを利用する市民サービスの一層

の向上に寄与することを目的とする。 

 

２ 業務履行場所  

西宮市高畑町２番７７号 西宮市立こども未来センター ２階 

  

３ 業務履行期間 

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

４ 業務内容 

 （１）前提事項 

    本業務の診療所は一般的な医療機関ではなく、児童の発達支援を専門的に行うものである点や、

センター全体の理念をよく理解したうえで、業務に当たるものとする。 

また、業務にあたっては、「こども未来センター業務システム」（株式会社ナイス 電子カルテ

ＭＬ－Ｒ『Ｎｏｚｏｍｉ』を改修したもの。）を用いるものとする。システムは目的・機能に応

じて、以下の二つに分けることができる。 

○電子カルテシステム 

○医事会計システム  

（２）案内業務（電話によるものを含む) 

①診察・発達検査の受付及び会計等の案内 

②リハビリ時間等の案内及び予約時間変更受付 

③センター内施設、業務案内  

④駐車場の案内（近隣駐車場も含む） 

⑤兄弟姉妹児一時預かり事業（以下、「一時預かり」という。）の案内 

⑥不審者・騒乱者の通報 

⑦相談・苦情の対応（関係部署への連絡） 

⑧診察予約変更等の看護師への取次ぎ 

 （３）診察・リハビリ等の受付業務 

ア 診察の場合 

①診察券を預かり、予約の有無等の状況を確認する。初診の場合は、診察券を発行して手渡す。

再発行が必要な場合は、手数料として利用者に 60円を請求し、領収する。 

②住所・連絡先の内容を確認し、変更があれば入力する。 

③毎月初めに健康保険証と福祉医療費受給者証を確認する。身体障害者手帳・療育手帳を取得

後初めての来所及び手帳確認月の５月・１１月には手帳の内容を確認する。必要に応じて写し

を取り、変更事項があれば入力する。 

④初診の場合は、「初診時記入用紙」、健康保険証、福祉医療費受給者証に基づき、カルテファ
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イルを作成する。 

⑤電子カルテシステムにより「受付処理」を行い、「外来受付票」を発行、利用者に手渡し、

診察待合での待機を案内する。 

    ⑥翌日の診察予約リストを作成し、センター内関係部署に配布するとともに、翌日の確認リス 

トにする。 

⑦翌々日の診察準備のため、カルテ庫から診察予約者のカルテファイルを用意し、書類に過不

足がないか確認する。 

   イ 発達検査の場合 

①診察券を預かり、予約の有無等の状況を確認する。初診の場合は、診察券を発行して手渡す。

再発行が必要な場合は、手数料として利用者に 60円を請求し、領収する。 

②住所・連絡先の内容を確認し、変更があれば入力する。 

③毎月初めに健康保険証と福祉医療費受給者証を確認する。身体障害者手帳・療育手帳を取得

後初めての来所及び手帳確認月の５月・１１月には手帳の内容を確認する。必要に応じて写し

を取り、変更事項があれば入力する。 

④初診の場合は、「初診時記入用紙」、健康保険証、福祉医療費受給者証に基づき、カルテファ

イルを作成する。 

⑤電子カルテシステムにより「受付処理」を行い、「外来受付票」を発行、利用者に手渡し、

待合での待機を案内する。 

    ⑥翌日の心理部門予約リストを作成し、センター内関係部署に配布するとともに、翌日の確認

リストにする。 

ウ リハビリの場合 

①診察券を預かり、予約の有無等の状況を確認する。 

②住所・連絡先の内容を確認し、変更があれば入力する。 

③毎月初めに健康保険証と福祉医療費受給者証を確認する。身体障害者手帳・療育手帳を取得

後初めての来所及び手帳確認月の５月・１１月には手帳の内容を確認する。必要に応じて写し

を取り、変更事項があれば入力する。 

④電子カルテシステムにより「受付処理」を行い、「外来受付票」を発行する。 

⑤受付番号を「外来受付票」と「リハビリ前チェック（問診）票」に転記する。 

  ⑥「リハビリ前チェック（問診）票」を利用者に渡し、呼び出しがあるまで待合での待機を 

案内する。 

⑦「外来受付票」は、観察・処置室の窓口に入れる。 

⑧翌日のリハビリ予約リストを作成し、センター内関係部署に配布するとともに、翌日の確認 

リストにする。 

   エ 心理療法の場合 

    ①診察券を預かり、予約の有無等の状況を確認する。 

②電子カルテシステムにより「受付処理」を行い、待合での待機を案内する。 

（４）会計受付業務 

①診察・リハビリ終了後、実施記録済の「外来受付票」を受付の箱に入れてもらい、「一時預

かり」を利用している場合は、この間に児童を迎えに行くように促す。 

・無料の場合は、次回の予約受付を行うように案内する。 
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・有料の場合は、待合での待機を案内する。 

②外来受付票（実施記録済）により、実施内容の確認及び請求すべき保険点数などに誤りがな

いかを照合・点検する。 

③実施内容について疑義がある場合は、担当医師またはセラピストに確認し、修正する必要が

あれば、電子カルテに補正入力を依頼する。 

④利用者を呼び出し、（本人確認のうえ）料金の請求を行う。 

⑤現金を徴収し、「請求書兼領収書」に領収印を押し、交付する。 

⑥当日の収入を集計し、現金と報告書を提出する。 

⑦データの入力誤り等による誤請求の処理については、受託者が対応する。 

⑧市が策定する「滞納徴収金の収納対策に関する基本的方針」に基づき、未収金対策に努める

こと。 

⑨長期間来所のない利用者のカルテファイルの整理を適宜行う。 

（５）診療報酬明細書等の作成 

①社会保険診療報酬請求、国民健康保険診療報酬請求及び福祉医療費請求等に必要なレセプト

を医師に確認の上、データ及び資料を毎月９日（土日祝の場合はその前日）までに作成する。 

②過誤・返戻レセプトの訂正事務を行う。 

 （６）リハビリ（理学療法・作業療法・言語療法）の予約業務（電話によるものを含む） 

①予約すべき内容を指示票で特定する 。 

②「一時預かり」の利用希望の有無を確認し、希望する場合は「リハビリ」と「一時預かり」 

の両方の予約を勘案しながら、次回リハビリ候補日・時間を提示する。 

③セラピストが次回リハビリ候補日を外来受付票に記入している場合は、それに従う。 

④成立した予約内容を入力し、予約票を発行する。 

⑤上記以外の予約については、以下の手順で行う。 

○予約変更の場合 

・利用者の都合により予約に変更が生じた際は、システムに変更内容を入力する。その際

に、「一時預かり」利用者の場合は、一時預かり事業者にも変更内容を連絡する。 

・センターの都合により変更する場合は、リハビリ日時振替のための電話連絡を入れる。 

 ただし、予約オープン期間内におけるセラピストの都合による変更の場合等は除く。 

○リハビリ開始の連絡：リハビリ待機児にリハビリ開始及び予約の電話連絡を行う。 

    ⑥電話予約が混み合うと見込まれる日は、通常１回線のリハビリ予約専用電話を２回線に切り 

    替えて対応する。 

（７）発達検査（初回）の予約業務（電話によるものを含む） 

   ①３階相談部門での面談後、発達検査が必要な利用者が相談員と共に診療所受付に来られたら、 

   心理士の検査枠を確認のうえ予約を入力し、予約票を発行する。 

   ②面談日に未予約であった利用者から連絡があれば対応する。 

   ③予約日時変更の電話連絡があれば、可能なものは対応する。対応できない件は、看護師また

は心理士につなぐ。 

（８）一時預かりの予約業務 

ア 登録 

①一時預かりを希望する利用者には、事前に一時預かり事業者による対象児童の面談が必要
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であることなど、利用にあたっての説明を行い「一時預かり事業 登録申請書（以下、 

「登録申請書」という。）」を手渡す。 

②一時預かり事業者の面談後、確認済みの「登録申請書」を受け取り、台帳に登録し、「登

録申請書（写し）」を一時預かり事業者に渡す。 

  なお、児童の発達状況によっては、一時預かり事業者の判断により、複数枠の登録となる

場合があることに留意する。 

イ 利用申込 

①リハビリの予約と同時に一時預かりの予約内容も入力し、予約票を発行する。 

 なお、予約にあたっては、必要枠数の確認及び他の予約状況などに留意し、適宜一時預か 

り事業者との連絡調整を行う。 

②利用者に「一時預かり 利用申込書（利用日毎）」を手渡し、利用日当日に一時預かり事業 

者に提出することや迎え時間の厳守などの説明を行う。 

ウ 一週間前及び前日の予約リストを一時預かり事業者に提供する。 

（９）各種手当・認定診断書等受付及び交付業務 

①作成を希望する書類を確認し、申請書の提出を指示する。 

②作成にあたり診察・検査等を要する場合は、看護師に確認する。 

③書類作成にある程度の期間・金額を要することを伝える。 

④書類を交付するときは、本人確認を行い、手数料を徴収のうえ、交付する。 

 （１０）引継事項等の伝達・確認 

   窓口開所時間までに前日の引継事項や当日の注意事項を日報等により従事者全員で確認する。 

 

５ 窓口開所時間及び業務を要しない日 

    窓口開所時間及び業務を要しない日は、別に定める場合を除き、次のとおりとする。  

（１）窓口開所時間  

ア 月曜日               ８時４５分から１９時００分まで 

  ただし、１７時３０分以降は、１７時１５分、１８時００分開始のリハビリ予約がある場合 

のみ開所とする。 

イ 火曜日、水曜日、木曜日、金曜日   ８時４５分から１７時３０分まで 

（２）業務を要しない日 

ア 土曜日・日曜日  

イ 国民の祝日に関する法律(昭和 23 年 7月 20 日法律第 178 号)に定める休日  

ウ 年末年始（１２月２９日から１月３日まで）  

なお、上記アからウにおいて業務を行う場合には、センターと受託者との間で協議する。 

（３）受託者は、委託事務処理上の必要から、本仕様書の規定により定めた時間以外に業務を行う場

合、予め届け出るものとする。 

 

６ 業務実施体制  

（１）業務統括責任者  

ア 配置  

本業務に従事する受託業者社員（以下、「業務従事者」という。）を現場で直接指揮監督する
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業務統括責任者を配置すること。なお、業務統括責任者は、過去に同様の業務内容を行う診療

所等で責任者の経験のある者が望ましい。 

イ 責務  

①管理責任 

業務統括責任者は、業務内容に精通し、繁閑を勘案しながら適正に業務従事者を配置し、遅

延なく円滑に業務を遂行するよう管理監督しなければならない。  

なお、業務統括責任者が不在となる場合、後述の業務責任者のうち１名を業務統括責任者代

理として予め申し出ること。 

②守秘義務  

業務統括責任者は、業務上知り得た秘密の漏洩を防ぐとともに、自らも業務上の知り得た秘

密を他に漏らしてはならない。職を退いた後も同様とする。 

特に、業務上接した患者の個人情報については細心の注意を払い、いついかなる場合も一切 

漏洩しないこと、また不当な目的に使用しないよう留意し、個人情報が記載されたレセプト等 

の帳票類については、指定された業務場所以外へ持ち出すことのないよう、厳重に保管管理し 

なければならない。 

③トラブル対応  

業務統括責任者は、問題が起きないよう適切に業務従事者を指導するものとする。なお、業

務上もしくは服務上のトラブルが生じた場合、業務統括責任者は速やかにその解決に当たり、

その経過及び結果を直ちにセンターに報告しなければならない。 

④業務従事者教育等  

業務統括責任者は、配属する業務従事者を対象に守秘義務、安全管理及び診療報酬請求事務

等についての職務指導に努めなければならない。 

⑤年間計画書の提出  

業務統括責任者は、委託契約期間内の業務計画書（業務計画、従事者教育計画等）を作成し、 

センターに提出すること。 

⑥業務報告書の提出  

業務統括責任者は、毎月の業務報告書（人員配置表、業務報告、業務改善提案、実施した研

修の日時・内容・参加者等）を作成し、翌月１０日までにセンターに提出すること。  

ただし、退職予定者・入職予定者については事前に報告し、入職予定者の経歴書を提出する

とともに、初任者研修の実施など、引き継ぎ状況を報告すること。なお、経歴書はセンターの

定める項目を報告すること。  

⑦勤務実績の報告  

業務統括責任者は、センターから依頼があった場合は勤務実績を提出すること。  

⑧業務分析データの提出  

業務統括責任者は、人員配置、業務項目・内容、処理件数、業務終了時間等についてのデー

タを毎日作成し提出すること。 

⑨業務評価  

業務統括責任者は、利用者サービス、業務の効率化、経営改善の視点から常に業務評価を行

い、課題については業務従事者とともに分析、検討し、対応できるものは速やかに実行するこ

と。 
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また受託者で対応できないものについては、センターに報告、提案すること。 

 

 （２）業務従事者 

ア 配置  

委託期間中、業務に支障をきたさないよう、過去に同様の業務内容を行う診療所等での経験 

を有する従事者を配置する。また、下記の業務毎に責任者を指名する。 

 なお、退職等の事由によりやむを得ず業務の遂行ができない場合には、すみやかに業務従事 

者を補充する等の適切な措置を講ずる。 

①案内業務 

     ②診察・リハビリ等の受付業務 

     ③会計受付業務 

     ④リハビリ（理学・作業・言語療法）及び初回発達検査、一時預かりの予約業務 

     ⑤診療報酬明細書等の作成業務（保険請求事務技能検定資格を有すること） 

   イ 責務  

業務従事者は、業務統括責任者の指示に従い、適正かつ正確に業務を遂行しなければならな

い。特に、患者等利用者の確認については細心の注意を払うとともに、業務上の知り得た情報

を他に漏らしてはならない。職を退いた後も同様とする。 

特に、業務上接した患者の個人情報については細心の注意を払い、いついかなる場合も一切 

漏洩しないこと、また不当な目的に使用しないよう留意し、個人情報が記載されたレセプト等 

の帳票類については、指定された業務場所以外へ持ち出すことのないよう、厳重に保管管理し 

なければならない。 

業務従事者として、解決できない業務上もしくは服務上のトラブルが生じた場合は、速やか

に 業務統括責任者の指示を仰ぐこと。また、解決した場合も速やかに業務統括責任者へ報告

すること。  

 

（３）業務監督者  

ア 配置  

上記の業務統括責任者や業務従事者を現場外から監督する業務監督者を配置すること。なお、

業務監督者は、過去に同様の業務内容を監督した経験のある者が望ましい。 

イ 責務  

業務統括責任者や業務従事者の責務が滞りなく果たせるように監督を行い、問題が発生した

場合には、これを解決するために迅速に対応を行うものとする。 

なお、守秘義務については業務統括責任者と同様とする。 

７ 教育・研修等 

（１）業務履行開始日から滞りなく業務を実施できるよう、契約締結決定後から入念な準備を行うこ

と。準備するにあたっては現場での確認や、その時点の受託業者から聞き取りを行うことも可能

とするが、時期や内容について事前にセンターに相談することとする。 

（２）業務従事者の配置にあたっては、医事業務の専門性を重視する立場から、業務履行に必要な知

識を習得させたうえ配置すること。 

（３）センターの理念を念頭に置いたうえで、本業務に係る専門性・重要性・安全性等を十分に 

理解し、業務従事者の教育・研修を定期的に実施するとともに、従事者教育・研修計画を作成・ 
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提出すること。 

   また、不安を抱えた患者等利用者に接する業務であるため、接客・接遇研修についても併せて 

行なうこと。なお、業務システムに関する研修等は、センターが実施する。 

（４）また、契約の満了、その他の理由により、本市が他の者と契約を締結しようとするときは、業

務の遂行に支障がないよう安定的かつ継続的に行うため、事業者間で事務引継ぎをしなければな

らない。この場合において、引き継ぎは、契約期間満了の１か月前から満了の日までの期間にお

いて、実施するものとする。 

 

８ 業務遂行上の留意事項 

（１）西宮市の信用を失墜する行為をしてはならない。 

（２）感染の恐れのある疾患に罹患している者を従事させてはならない。 

（３）業務遂行にあたり、休憩時間及び休暇に伴う業務従事者の交代時の事務引き継ぎは、確実に行 

  い円滑な業務運営に努めること。 

（４）受託者は、業務に際し、業者名及び名札のついた制服又は腕章等を着用し、言葉遣い、態度等 

に注意し、人に不快の念を与えることのないよう十分留意すること。 

（５）受託者は、業務にて指定された場所以外に立ち入ってはならない。 

（６）業務遂行にあたり、使用できる居室は下記のとおりとする。 

     

 

 

（７）業務遂行にあたり、診療録及び付随資料、現金等の紛失や汚損がないよう、取扱いには十分な 

注意を払うとともに、防止のための服務規律の徹底や処理業務の責任体制の確保など、必要な措 

置を講ずること。 

（８）受託者は、地方自治法施行令第 158 条及び西宮市会計規則に基づき、西宮市公金収納受託者と 
して、同規則第 24 条の 2 第 3 項の業務を実施するとともに、「西宮市立こども未来センター条例」 
及び「西宮市立こども未来センター条例施行規則」に基づき、誠実に業務を実施する。 

 

９ 消耗品・備品等の取扱 

  業務の遂行に必要な消耗品・備品等にかかる経費の負担ついては、別表１のとおりとする。なお、

使用については必要最低限にとどめるよう適切な措置を講ずること。 

 

１０ 個人情報保護及び秘密の保持 

（１）本業務を実施するにあたり、西宮市個人情報保護条例、西宮市情報セキュリティポリシー等、

関係法令の規定に従うものとし、業務従事者に対して指導徹底すること。また、本業務委託契約

締結後、「個人情報の取扱いに関する誓約書」「情報保護管理者及び情報保護責任者選任届」を提

出すること。 

 （２）受託者は業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、個人情報保護の重要性に鑑み、

故意又は過失による情報漏洩等防止など情報セキュリティに関する教育・訓練を業務従事者に対

して、適宜実施するとともに、秘密の保持に遺漏のないよう就業規則等の諸規定を整備し、可能

な限り、その写しを提出すること。万一これが漏洩等した場合、対策を講じなければならない。 

 

１１ 労働法上の責任 

   業務従事者に対する雇用主として、労働基準法、労働安全衛生法、労働者災害補償保険法、職業 

安定法、社会保険諸法令、その他業務従事者に対する法令上の責任をすべて負い、責任を持って労 

務管理を行うものとする。 

２階 診療所 受付・会計 

４階 委託業者 休憩室 
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１２ 委託料の支払 

   毎翌月払い 

 

１３ その他 

（１）この仕様書に定めのない事項については、その都度、協議の上決定する。 

 （２）各種制度改正等があった場合、協議の上、仕様内容を変更する場合がある。 

 

 

【参考】 

 

別表１ 

 

項目 
負担区分 

受託者 西宮市 

事務机  ● 

事務椅子  ● 

キャビネット  ● 

パーソナルコンピュータ  ● 

プリンタ  ● 

診察券発行機  ● 

コピー機（コピー使用料含む）  ● 

電話機  ● 

光熱水費及び電話回線使用料  ● 

事務用品  ● 

診療報酬請求等に関する書籍 ●  

業務従事者に係る経費（被服費等） ●  
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【参考】 

 

西宮市立こども未来センター 利用状況（令和 2 年 4 月～令和 3 年 3 月） 

 

                                                         ＜延べ利用件数＞ 

 
4 
月 

5 
月 

6 
月 

7 
月 

8 
月 

9 
月 

10
月 

11 
月 

12 
月 

1 
月 

2 
月 

3 
月 

計 

診
察 

初診 53 45 46 30 22 28 38 42 46 21 35 39 445 

再診 462 413 577 559 548 491 635 604 574 552 490 666 6571 

計 515 458 623 589 570 519 673 646 620 573 525 705 7016 

検査 

（発達検査） 21 67 97 77 52 64 85 59 59 50 53 67 751 

心理療法 1 2 5 5 5 8 5 6 9 7 8 9 70 

リ
ハ
ビ
リ 

理学
療法 145 41 321 349 354 348 361 349 386 370 369 426 3819 

作業
療法 164 29 344 364 399 409 451 419 443 401 379 425 4227 

言語
療法 156 28 323 412 433 424 476 453 450 416 390 428 4389 

計 465 98 988 1125 1186 1181 1288 1221 1279 1187 1138 1279 12435 

合計 1002 625 1713 1796 1813 1772 2051 1932 1967 1817 1724 2060 20272 

一時預かり 51 7 102 99 122 111 125 108 107 91 83 116 1122 

 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る緊急事態宣言が発令されたため、4 月上旬から 5 月下旬まで、

リハビリを休止したため、4 月～5 月の件数が例年より、大幅に減少 


